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► 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修センクー
（茨城）が窓口となり、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導

や緊急時モニタリング等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。

► また、オフサイトセンター (OFC)や緊急時モニタリングセンター (EMC)等へ専門家を派遣するとともに航空機モニタリ
ングを支援。

放射線防謹資機材(80台）

資機材遍搬車 (2台）

移動式体表面測定軍 (2台）

移動式全舅測定車{2台）
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亘難退域時検査場所における検査手順 l 乙 内閣府
Obinaorficc.covernmCIIt ofJapan 

► 避難退域時検査は、自治体職員、 原子力事業者、関係機関等の要員により実施。
► 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取り扱い実

習を含む研修を受講。
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※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・汚染付着物等に

ついては原子力事業者が処理。

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保． 、̀  ------------------' 
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原子力災害時における医療体制 I 乙 内閣府
Cabinet Office, Governm,nt of Japan 

I ► 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。
〈凡例）

〇 ：寓度禎ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援センター

〇 ：原子力災害拠点粛院

〇 ：原子力災害匿療協力機関

k崎虹

診療を行うほか、原子力災害拠点
対して専門的助言を行う。

また、原子力災害医療・総合支援セ
医療派遣チームの派遣謂整を行うほ
力災害拠点病院へ研修、指導、助

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力災害
対策等を支援する。

乙内閣府C•binelomC、 Govtrnmtntof Japan 

12.国の実動繍織の支緩体制
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► 不測の事態の場合は、佐賀県、長崎県、福岡県及び関係市町からの要請により、実動組織（警察、
消防、海保庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。

第七筐区海上保安本部

福岡海上保安部

....,, 
かすが

喜日基地
（航空自衛隊西部航空方面隊等）

一
涵紐蜘

（陸上自衛隊西部方面総監部等）

（海上自衛隊佐世保地方総監部等 .... 
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乙 内閣府1実動纏織の広域支撲体制 I Cabinet Ofncc, Government or Japan 

► 地域レベルで対応困難な支援要請があった場合は、佐賀県、 長崎県、福岡県、 関係市町からの各
種要請を踏まえ、政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

► 要請の窓口となるオフサイトセンター （実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部 （官邸•ERC（原子力規制庁緊急時対応センター））の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

全国の実動組織による支援

警察災●派遭庫
全国の都道府県警察による支援

巡視船廣・航空機の派遭
全国の管区海上保安本部によ
る支援
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長碕

繋急消防援助庫
全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

災●派遭・贋子力災●派遣
全国の陸•海・空の自衛隊に
よる支援
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